
こども誰でも通園制度（仮称）の試行的
事業実施要綱案 概要
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ポイント⑩：実施要綱（案）より

項目ごとの説明(1)

☞この事業の実施主体は、市町村（特別区及び一部事務組合を含む。以下同じ。）とする。なお、市町村は、適切に

事業を実施できると認めた者（以下「委託等先」という。）に委託等を行うことができる。

実施主体

☞対象となるこどもについて、保育所、幼稚園、認定こども園、地域型保育事業等に通っていない0歳6か月～満３歳

未満とする。認可外保育施設に通っている0歳6か月～満３歳未満は対象とするが、企業主導型保育事業所に通ってい

る0歳6か月～満３歳未満は対象外とする。

障害児を受け入れる施設において、当該障害児が利用した場合に職員配置基準に基づく職員配置以上に保育従事者

を配置する場合には、別に定める加算を適用する。

☞実施場所について、保育所、認定こども園、小規模保育事業所、家庭的保育事業所、幼稚園 、地域子育て支援拠

点、児童発達支援センター等

☞事業内容について、①～⑤を実施するものとする。

①利用方法と実施方法（ア～ケ）、②指導監督（ア～ウ）、③賃借料補助、④検証、⑤実績報告

実施方法
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ポイント⑩：実施要綱（案）より

項目ごとの説明(2)

①利用方法と実施方法について、定期利用もしくは自由利用又は定期利用と自由利用の組み合わせなど、市町村や事業所において利用方法
を選択して実施することとして差し支えない。また、実施方法については、一般型（在園児合同）、一般型（専用室独立実施）、余裕活用
型など、実施する事業者の創意工夫により様々な形で実施することとして差し支えない。

ア 市町村は事業を実施する事業所を決定するとともに、管内の対象となるこどもを確認する。

イ 対象となるこどもの通園においては、一人当たり「月10時間」を上限として実施する。

ウ 対象となる事業所の開所の日数に関しては、ニーズや受入体制を鑑み適切に設定する。

エ 親子通園は、慣れるまで時間がかかるこどもへの対応として有効であり、また、利用が初めての場合は初回に親子通園を取り入れる
ことで親子の様子を見ることができ、事前面談の代わりにもなるという観点からも、親子にとっても保育者にとっても安心につながること
から、可能とする。

オ 市町村は、本事業を実施する事業所の状況を踏まえ、配慮が必要なこどもやその保護者が当該事業を円滑に利用できるよう配慮を行
う。

カ 事業所は、利用可能枠の範囲において利用の申し込みがあった場合には、当該こどもの受け入れをしなければならない。ただし、職
員配置及び事業所の機能等の正当な理由により事業の提供が困難である場合には、その具体的な理由とともに市町村に報告しなければなら
ない。

キ 集団におけるこどもの育ちに着目した支援計画を必要に応じて作成し、日々の保育の状況を記録する。

ク 対象となるこどもを養育する保護者に対して必要に応じて面談や子育てのアドバイスを行うほか、実際に目の前で育児の様子を見て
もらう機会を設ける。

ケ 事業所が、利用中に配慮が必要であると確認した家庭については、市町村に報告するとともに、市町村と協力し、関係機関との連携
に努めること。

実施方法（続き）
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ポイント⑩：実施要綱（案）より

項目ごとの説明(3)

②指導監督について、市町村が、事業を実施する事業所及び事業を実施しようとする事業所の指導監督を行うため、
市町村に人員を配置した場合には、別に定めるところにより補助を行う。

ア 事業を実施する事業所を巡回し、事業所からの相談を受け付けるとともに、適正な事業の実施に係るアドバイ
スを行う。

イ 事業を実施しようとする事業所に対して、事業の意義や目的を正確に伝えるとともに、事業に係る規程の整備
や職員の確保等に係るアドバイスを行う。

ウ 事業所からの相談事項や事業所にアドバイスした内容をとりまとめ、市町村の所管課への報告を行う。

③賃借料補助について、事業を、民家・アパート等を活用して、令和５年12月以降に新たに実施した又は実施する場
合に必要な賃借料（開所前月分の賃借料及び礼金を含む。）を支弁する場合には、別に定めるところにより補助を行
う。

④検証について、本事業は、本格実施を見据えた試行的事業であるため、事業を実施する市町村及び本事業を実施す
る事業所においては、事業の利用状況、効果や課題、利用者や保育者の声などについて情報収集を行う。こども家庭
庁では、定期的に本事業に係るアンケート調査を行うことを想定しているので、積極的な協力を行うようお願いした
い。

⑤実績報告について、市町村は、本事業の実績等について、別紙３の 内容により報告すること。また令和６年秋ごろ
に、中間的に状況の報告を求める予定である。

実施方法（続き）
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ポイント⑩：実施要綱（案）より

項目ごとの説明(4)

①下記の施設等のうち、当該施設等に係る利用児童数が利用定員総数に満たない場合、「一時預かり事業の実施につ

いて（平成27年７月17日付け２７文科初第238号・雇児発0717第11号通知）」４（４）③（余裕活用型の実施基

準）に定める児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「規則」という。）第36条の35第1項第3号に定

める設備及び運営に関する基準等（参考資料）を遵守すること。

ア 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第39条第１項に規定する保育所。

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２条第６

項に規定する認定こども園。

ウ 家庭的保育事業等の設備運営基準第22条に規定する家庭的保育事業所。

エ 家庭的保育事業等の設備運営基準第28条、第31条及び第33条に規定する小規模保育事業所。

オ 家庭的保育事業等の設備運営基準第43条及び第47条に規定する事業所内保育事業所。

②上記以外の保育所、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所、又は幼稚園、地域子育て支援拠点、児

童発達支援センター等において実施する場合、「一時預かり事業の実施について（平成27年７月17日付け２７文科初

第238号・雇児発0717第11号通知）」４（１）③（一般型の設備基準及び保育の内容）に定める規則第36条の35第

1 項第１号イ、ニ及びホに定める設備及び保育の内容に関する基準（参考資料）を遵守すること。

設備基準及び保育の内容
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ポイント⑩：実施要綱（案）より

項目ごとの説明(5)

①下記の施設等のうち、当該施設等に係る利用児童数が利用定員総数に満たない場合、「一時預かり事業の実施につ
いて（平成27年７月17日付け２７文科初第238号・雇児発0717第11号通知）」４（４）③（余裕活用型の実施基
準）に定める児童福祉法施行規則（昭和23年厚生省令第11号。以下「規則」という。）第36条の35第1項第3号に定
める設備及び運営に関する基準等（参考資料）を遵守すること。

ア 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第39条第１項に規定する保育所。

イ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成18年法律第77号）第２条第６
項に規定する認定こども園。

ウ 家庭的保育事業等の設備運営基準第22条に規定する家庭的保育事業所。

エ 家庭的保育事業等の設備運営基準第28条、第31条及び第33条に規定する小規模保育事業所。

オ 家庭的保育事業等の設備運営基準第43条及び第47条に規定する事業所内保育事業所。

②上記以外の保育所、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育事業所又は幼稚園、地域子育て支援拠点、児童
発達支援センター等において実施する場合、「一時預かり事業の実施について（平成27年７月17日付け２７文科初第
238号・雇児発0717第11号通知）」４（１）④（一般型の職員の配置）に定める基準を遵守すること。

③上記①～②については、本事業における職員の配置について規定したものであり、一時預かり事業を行う場合は、
別途「一時預かり事業の実施について（平成27年７月17日付け２７文科初第238号・雇児発0717第11号通知）」４
（１）④に定める基準を遵守することが必要であることに留意すること。

職員の配置
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ポイント⑩：実施要綱（案）より

項目ごとの説明(6)

①保育士以外の保育従事者の配置は、以下の研修を修了した者とすること。

ア 「子育て支援員研修事業の実施について」（平成27 年５月21 日雇児発0521 第18 号厚生労働省雇用均等・児

童家庭局長通知）の別紙「子育て支援員研修事業実施要綱」の５（３）アに定める基本研修及び５（３）イ（イ）に

定める「一時預かり事業」又は「地域型保育」の専門研修を修了した者。

イ 子育ての知識と経験及び熱意を有し、「家庭的保育事業の実施について」（平成21 年10 月30 日雇児発1030 

第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の別紙「家庭的保育事業ガイドライン」（以下「ガイドライン」と

いう。）の別添１の１に定める基礎研修と同等の研修を修了した者。ただし、令和７年３月31 日までの間に修了し

た者とする。

②①にあわせ、本事業における、意義・目的・仕組みについて理解できるよう、研修の科目構成に配慮すること。

③上記①②の研修は、委託等先の管理者も受講をすること。

研修

①保育中に事故が生じた場合には、「特定教育・保育施設等における事故の報告等について（平成29年11月10日付

け府子本第912号・29初幼教第11号・子保発1110第１号・子子発1110第１号・子家発1110第１号通知）」に従い、

速やかに報告すること。

留意事項

7



ポイント⑩：実施要綱（案）より

項目ごとの説明(7)

②利用当日に、通園がない場合には、対象児童状況の確認をすること。特に要支援家庭等の児童の利用がない場合に
は、関係機関と情報共有し、適切に対応すること。

③要支援児童等の不適切な養育の疑いを確認した場合には、関係機関に情報を共有するとともに、協働対処による相
談支援を行うなど、適切な支援を行うこと。

④給食等の提供については、事業所の判断とするが、利用者に対応状況が分かるよう周知を行うとともに、提供を行
う場合においては、衛生管理やアレルギー対応など、適切な実施に留意すること。

⑤市町村から委託等先への委託料等の支払いにおいて、本事業に掲げる事業に要する経費について、「保育対策総合
支援事業費補助金の国庫補助について」（平成30年10月17日厚生労働省発子1017号）に基づき支出する金額は、こ
ども一人１時間あたり850円を基本とし、本事業に定める障害児を受け入れる場合は、こども一人1時間あたり400
円を加算することを基本とする。 なお、当日のキャンセルについては、委託料等の支払いの対象とすることも可能と
する。ただし、委託料等の対象とする場合は、予定していた利用者の利用可能時間についても、委託料等の対象とす
る時間数について利用したものとみなし、別紙１に記載のとおり利用の処理を行うこと。市町村及び事業所は、委託
料等の支払いの根拠資料（別紙１に規定する書類及びその他必要な資料）を事業実施後５年間保存すること。

⑥事業実施に当っては、現在「こども誰でも通園制度（仮称）の本格実施を見据えた試行的事業の在り方に関する検
討会」において検討が行われており、その議論を踏まえて今後作成する「実施にあたっての留意事項」を参考にして
実施を行うこと。

⑦対象となる利用者の家庭に対して当該事業の意義や目的、仕組みについて十分に周知を行うこと。

留意事項（続き）
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ポイント⑩：実施要綱（案）より

項目ごとの説明(8)

事業に携わる者は、事業により知り得た個人情報等を漏らしてはならないものとする。

また、事業終了後及びその職を退いた後も同様とする。

なお、本事業を実施する市町村が、事業を委託等する場合は、個人情報の保護を十分に遵守させるように指導しな

ければならない。

個人情報の保護

本事業に要する経費の一部について、こども一人1時間あたり300円程度を標準とし、各事業所において設定した

額を保護者負担とすることができる 。

なお、低所得者世帯等の保護者負担に関しては、別紙２により、保護者負担額の一部を補助して差し支えない。

保護者負担

本事業に要する費用の一部について、国は別に定めるところにより補助するものとする。

費用
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ポイント⑩：実施要綱（案）より

Q：本事業については、対象年齢について、0歳6か月未満、または3歳以上のこどもを対象にしても良いのでしょうか。

A：対象ではありません。

Q：0歳６か月から３歳未満のこどもについて、例えば２歳児のみを対象としたり、一部の行政区の住民のみを対象としても良いのでしょうか。

A：本事業については、市町村ごとの補助総額を参考に、対象とする利用者の属性や対象地域などを指定していただく必要があります。対象
年齢の限定や、住所地等による限定も可能です。

Q：月10時間を超えた利用の希望がある場合は、どの様に対応すべきでしょうか。

A：本事業の国庫補助基準上の上限はあくまでも月10時間である。ただし、各市町村における対応はさまたげるものではありません。

Q：月10時間の管理について、R6試行的事業においては紙での管理となっているが、システムの導入はいつからでしょうか。

A：システムに関しては、R7.4からの運用を予定しています。令和６年度にシステム化ができる部分があるかどうかは現在検討中であり、
追ってお知らせいたします。

Q：指導監督員に資格要件等はありますか。
A：指導監督員は、市町村に配置する職員を想定していますが、実施要綱（案）に規定する業務内容を的確に遂行していただければ、資格要
件などは問いません。

Q：賃借料補助について、事業開始月にかかわらず基準額満額の補助となりますか。

A：事業実施月数に応じた補助となります。

Q：職員の配置や設備の基準について、本事業と同時に一時預かり事業を実施する場合については、それぞれに基準を遵守する必要がありま
すか。

A：職員の配置はそれぞれに基準を遵守する必要があります。設備の基準については、本体事業に支障がない場合、供用が可能です。

Q：キャンセル対応について、統一ルールはありますか。
A：自治体において明確なルールを決め、対応してください。キャンセルされた時間数について、委託料等の対象とする場合は、時間数の消
費をしてください。

よくあるご質問について
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